
 

宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則 

 （趣旨） 

第一条 この規則は、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和三十六年法律第百九十一号。以下「法」と

いう。）、宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和三十七年政令第十六号。以下「令」という。

）及び宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和三十七年建設省令第三号。以下「規則」という

。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第二条 この規則において使用する用語は、法、令及び規則において使用する用語の例による。 

（土地の立入りの通知） 

第三条 法第五条第二項の規定による土地の占有者に対する通知は、土地の立入通知書（様式第一号）

により行うものとする。 

（土地の試掘等の許可申請等） 

第四条 法第六条第一項の許可を受けようとする者は、土地の試掘等許可申請書（様式第二号）を知事

に提出しなければならない。 

２ 法第六条第二項又は第三項の規定による土地又は障害物の所有者及び占有者に対する通知は、土地

の試掘等（障害物の伐除）通知書（様式第三号）により行うものとする。 

（身分証明書及び許可証） 

第五条 法第七条第一項（法第二十四条第二項（法第四十八条において準用する場合を含む。）又は法

第四十三条第二項において準用する場合を含む。）及び第二項に規定する身分を示す証明書は、身分

証明書（様式第四号）とする。 

２ 法第七条第二項の許可証は、土地の試掘等許可証（様式第五号）とする。 

（許可申請の手続） 

第六条 法第十二条第一項本文又は法第三十条第一項本文の許可を受けようとする工事主は、当該許可

に係る工事の区域を工区に分けたときは、規則第七条第一項第一号若しくは第二項第一号の図面又は

規則第六十三条第一項第一号若しくは第二項第一号の書類に当該工区の位置、区域及び規模を明示し

なければならない。 

（許可申請書の添付書類） 

第七条 規則第七条第一項第十二号及び第二項第十号に規定する書類並びに規則第六十三条第一項第二

号及び第二項第二号に規定する書類は、次に掲げるものとする。 

一 工事主が法人である場合において、発行済株式総数の百分の五以上の株式を有する株主又は出資

の額の百分の五以上の額に相当する出資をしている者があるときは、次に掲げる書類 

イ これらの者の住民票の写し若しくは個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七号）第二条第七項に規定する個人

番号カードをいう。）の写し又はこれらに類するものであって氏名及び住所を証する書類（これ

らの者が法人である場合にあっては、その登記事項証明書） 

ロ 当該株主の有する株式の数又は当該出資をしている者のなした出資の金額が確認できる書類 

二 工事主が法人である場合にあっては法人税及び法人事業税の前事業年度における納付すべき額及

び納付済額を証する書面、工事主が個人である場合にあっては所得税の前年における納付すべき額

及び納付済額並びに個人事業税の前年度における納付すべき額及び納付税額を証する書面 

三 工事主が次のイからニまでに該当しないことを誓約する書面（様式第六号） 

イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ロ 法又は法に基づく処分に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受

けることがなくなった日から五年を経過しない者 

ハ 法第十二条第一項本文、法第十六条第一項、法第三十条第一項又は法第三十五条第一項の許可を

取り消され、その取消しの日から五年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人又は組合

である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法（平成五年法律第八十八号）第十五条

第一項の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人又は組合の役員であった者で当該取

消しの日から五年を経過しないものを含む。） 

ニ ロのほか、森林法（昭和二十六年法律第二百四十九号）、農地法（昭和二十七年法律第二百二

十九号）、地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十号）、都市計画法（昭和四十三年法律第

百号）、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和四十四年法律第五十七号）、農業



 

振興地域の整備に関する法律（昭和四十四年法律第五十八号）、砂防指定地等管理条例（平成十

五年宮城県条例第四十二号）又はこれらの法律若しくは条例に基づく処分に違反して罰金以上の

刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない

者 

四 工事施行者の事業経歴書、建設業法（昭和二十四年法律第百号）第三条第一項の許可を受けてい

ることを証する書類及び登記事項証明書（工事施行者が法人である場合に限る。） 

五 工事主（工事主が法人又は組合である場合においては、発行済株式総数の百分の五以上の株式を

有する株主及び出資の額の百分の五以上の額に相当する出資をしている者を含む。）が、暴力団排

除条例（平成二十二年宮城県条例第六十七号）第二条第二号の暴力団及び同条第四号の暴力団員等

に該当しないこと並びに暴力団員等がその事業活動を支配していないことを誓約する書類（様式第

七号） 

六 法第十二条第二項第四号又は法第三十条第二項第四号の同意を得たことを証する書類（様式第八

号） 

七 宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事をしようとする区域内の土地の登記事項証明

書及び不動産登記法（平成十六年法律第百二十三号）第十四条第一項の地図又は同条第四項の地図

に準ずる図面の写し 

八 宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事をしようとする区域の求積図 

九 その他知事が必要と認める書類 

（着手届） 

第八条 法第十二条第一項本文若しくは法第三十条第一項本文の許可を受けた工事主又は法第二十七条

第一項本文の規定による届出をした工事主は、当該工事に着手したときは、速やかに、工事着手届

（様式第九号）を知事に提出しなければならない。 

（廃止等届） 

第九条 法第十二条第一項本文若しくは法第三十条第一項本文の許可を受けた工事主又は法第二十一条

第一項若しくは第三項、法第二十七条第一項本文若しくは法第四十条第一項若しくは第三項の規定に

よる届出をした工事主は、当該工事を廃止し、休止し、又は再開しようとするときは、速やかに、工

事廃止等届（様式第十号）を知事に提出しなければならない。 

（擁壁等の設置に代える他の措置） 

第十条 令第二十条第一項に規定する令第八条（令第三十条第一項において準用する場合を含む。）の

規定による擁壁又は令第十四条（令第三十条第一項において準用する場合を含む。）の規定による崖

面崩壊防止施設の設置に代える他の措置とは、公園緑地、広場等に供されている場所で災害の防止上

支障がないと認められる土地における次の各号に掲げる工法による措置とする。 

一 から石積み工 

二 板柵工 

三 筋工 

四 鋼矢板工 

五 コンクリート矢板工 

六 前五号に掲げるもののほか知事が適当と認める工法 

（資格者の登録） 

第十一条 令第二十二条に定める資格を有する者は、知事の登録を受けることができる。 

２ 前項の規定により登録を受けようとする者は、工事設計資格者登録申請書（様式第十一号）に履歴

書及び履歴を証明する書類を添付して知事に申請しなければならない。 

３ 知事は、第一項の規定により登録を受けた者に工事設計資格者登録証（様式第十二号）を交付す

る。 

（協議） 

第十二条 法第十五条第一項又は法第三十四条第一項の規定により宅地造成又は特定盛土等に関する工

事について知事と協議を行おうとする者は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議書（様式第

十三号）の正本及び副本に、規則第七条第一項又は規則第六十三条第一項に規定する書類を添付して

知事に提出しなければならない。 

２ 法第十五条第一項又は法第三十四条第一項の規定により土石の堆積に関する工事について知事と協

議を行おうとする者は、土石の堆積に関する工事の協議書（様式第十四号）の正本及び副本に、規則



 

第七条第二項又は規則第六十三条第二項に規定する書類を添付して知事に提出しなければならない。 

３ 知事は、第一項又は前項の協議が成立したときは、当該協議をした者にその旨を通知する。 

４ 第八条及び第九条の規定は、第一項の協議が成立した宅地造成若しくは特定盛土等に関する工事又

は第二項の協議が成立した土石の堆積に関する工事について準用する。 

（変更許可申請書の添付書類） 

第十三条 法第十六条第一項本文又は法第三十五条第一項本文の規定により宅地造成又は特定盛土等に

関する工事の計画の変更の許可を受けようとする工事主は、規則第三十七条第一項又は規則第六十七

条第一項に規定する書類のほか、変更に係る部分について変更前及び変更後を明示した図書（以下

「新旧対照表」という。）を添付して、知事に提出しなければならない。 

２ 法第十六条第一項本文又は法第三十五条第一項本文の規定により土石の堆積に関する工事の計画の

変更の許可を受けようとする工事主は、規則第三十七条第二項又は規則第六十七条第二項に規定する

書類のほか、新旧対照表を添付して、知事に提出しなければならない。 

（軽微な変更の届出） 

第十四条 法第十六条第二項又は法第三十五条第二項の規定による軽微な変更の届出は、工事の変更届

（様式第十五号）により行うものとする。 

（変更協議） 

第十五条 法第十六条第三項において準用する法第十五条第一項又は法第三十五条第三項において準用

する法第三十四条第一項の規定により宅地造成又は特定盛土等に関する工事について変更の協議を行

おうとする者は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更協議書（様式第十六号）に、規則第三

十七条第一項又は規則第六十七条第一項に規定する書類のほか、新旧対照表を添付して、知事に提出

しなければならない。 

２ 法第十六条第三項において準用する法第十五条第一項又は法第三十五条第三項において準用する法

第三十四条第一項の規定により土石の堆積に関する工事について変更の協議を行おうとする者は、土

石の堆積に関する工事の変更協議書（様式第十七号）に、規則第三十七条第二項又は規則第六十七条

第二項に規定する書類のほか、新旧対照表を添付して、知事に提出しなければならない。 

（完了検査の手続） 

第十六条 法第十七条第一項又は法第三十六条第一項の検査は、法第十二条第一項本文又は法第三十条

第一項本文の許可に係る工事の区域を工区に分けたときは、当該工区ごとに申請することができる。 

 （中間検査の手続） 

第十七条 法第十八条第一項又は法第三十七条第一項の検査は、法第十二条第一項本文又は法第三十条

第一項本文の許可に係る工事の区域を工区に分けたときは、当該工区ごとに申請することができる。 

（定期の報告） 

第十八条 法第十九条第一項又は法第三十八条第一項の規定による宅地造成又は特定盛土等に関する工

事の定期の報告は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の定期報告書（様式第十八号）により行う

ものとする。 

２ 法第十九条第一項又は法第三十八条第一項の規定による土石の堆積に関する工事の定期の報告は、

土石の堆積に関する工事の定期報告書（様式第十九号）により行うものとする。 

（届出工事変更届） 

第十九条 法第二十一条第一項又は法第四十条第一項の規定による届出をした者は、当該届出に係る事

項を変更しようとするときは、届出工事の変更届（様式第二十号）に、規則第五十二条第二項又は第

四項に掲げる書類のうち工事の計画の変更に伴いその内容が変更されるもののほか、新旧対照表を添

付して、知事に提出しなければならない。 

２ 法第二十一条第三項又は法第四十条第三項の規定による届出をした者は、当該届出に係る事項を変

更しようとするときは、届出工事の変更届（様式第二十号）に新旧対照表を添付して、知事に提出し

なければならない。 

３ 法第二十八条第一項の規定により特定盛土等に関する工事の計画の変更の届出を行おうとする工事

主は、規則第六十一条第一項に規定する書類のほか、新旧対照表を添付して、知事に提出しなければ

ならない。 

４ 法第二十八条第一項の規定により土石の堆積に関する工事の計画の変更の届出を行おうとする工事

主は、規則第六十一条第二項に規定する書類のほか、新旧対照表を添付して、知事に提出しなければ

ならない。 



 

（宅地造成又は特定盛土等に関する証明書の交付申請書） 

第二十条 規則第八十八条の書面の交付を受けようとする者は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事

許可等証明申請書（様式第二十一号）又は宅地造成又は特定盛土等に関する工事でない旨の証明申請

書（様式第二十二号）を知事に提出しなければならない。 

２ 前項の宅地造成又は特定盛土等に関する工事でない旨の証明申請書には、規則第七条第一項第一号

の図面（位置図、地形図、土地の平面図及び土地の断面図に限る。）その他知事が必要と認める図書

を添付しなければならない。 

附 則 

この規則は、令和七年五月二十三日から施行する。 



 

様式第１号(第３条関係) 

土地の立入通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

 

殿 

 

 

宮城県知事 

 

 

宅地造成及び特定盛土等規制法第５条第１項の規定により、下記のとおりあなたの

占有する土地に立ち入り、測量又は調査を行いますので、同条第２項の規定により通知

します。 

 

記 

 

 

期 日 年  月  日 
午前・午後     時から 

午前・午後     時まで 

立ち入る土地の場所

及 び 地 域 
  

立 ち 入 り 目 的   

立 ち 入 る 者   



 

様式第２号(第４条関係) 

土地の試掘等許可申請書 

 

 

年  月  日  

 

宮城県知事    殿 

  

（申請者）住所 

氏名 

（法人にあっては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名） 

 

 

宅地造成及び特定盛土等規制法第６条第１項の規定により、下記のとおり土地の試掘

等の許可を申請します。 

 

記 

 

 

 

 

 

行 為 年 月 日 
午前・午後     時から 

年  月  日 午前・午後     時まで 

行 為 場 所 
宮城県    町 

市    村 

所有者(占有者)

住 所 ・ 氏 名 

 

行 為 目 的  

行 為 内 容  

行為責任者の職・

氏 名 

 



 

様式第３号(第４条関係) 

 

土地の試掘等（障害物の伐除）通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

殿 

 

宮城県知事           

 

宅地造成及び特定盛土等規制法第６条第１項に規定する測量又は調査を行うため、下

記のとおりあなたの{
所有

占有}に係る土地に立ち入り 

{
土地の試掘等

障害物の伐除}を行いますので、 

障害物を伐除しましたので、    同条{第２項

第３項}の規定により通知します。 

 

記 

 

 

 

行 為 年 月 日 年   月   日 
午前・午後   時から 

午前・午後   時まで 

行 為 場 所 
宮城県    郡    町 

    市    村 

行 為 目 的  

行 為 内 容  

行 為 責 任 者 の

職 ・ 氏 名 
 

行為担当者の

職 ・ 氏 名 
 



 

様式第４号(第５条関係) 

      (表) 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

      (裏) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (横９１㎜ 縦５５㎜) 

 

 

第  号 

宅地造成及び特定盛土等規制法 

{
第７条第１項及び第２項・第２４条

第２項・第４３条第２項・第４８条}の規定による 

身 分 証 明 書 

所 属(又は住所)  

職 名 

氏 名 

年  月  日 

宮城県知事 

注意事項 

１ 宅地造成及び特定盛土等規制法第５条第１項、第６条第１

項、第２４条第１項、第４３条第１項又は第４８条の規定に

より測量又は調査、土地の試掘等、障害物の伐除又は立入検

査を行うため他人の所有、占有又は管理する土地に立ち入る

ときは、本書を携帯しなければならない。 

２ 職権に基づき他人の所有、占有又は管理する土地に立ち入

るときは、関係人の請求があった場合においてこれを提示し

なければならない。 

３ この身分証明書の有効期間は発行の日から   年  月

  日までとする。 



 

様式第５号(第５条関係) 

第     号   

土地の試掘等許可証 

 

（行為者）住所 

職氏名 

（法人にあっては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名） 

 

上記の者は、下記の宅地造成等工事規制区域又は特定盛土等規制区域の指定に係る土

地の試掘等について宅地造成及び特定盛土等規制法第６条第１項の規定により許可した

者であることを証明する。 

年  月  日 

                     宮城県知事 

 

 

許 可 年 月 日 

・ 指 令 番 号 
年  月  日  宮城県(  )指令第    号 

行 為 年 月 日 年  月  日 
午前・午後    時から 

午前・午後    時まで 

行 為 場 所  

所 有 者 ( 占 有

者 ) 住 所 氏 名 
 

行 為 目 的  

行 為 内 容  



 

 様式第６号（第７条関係） 

 

宅地造成及び特定盛土等規制法に違反していない旨などの誓約書 

 

 私は、宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「法」という。）に基づく許可申請を行う

に当たって、次の事項について誓約します。 
 

 私は次のいずれにも該当しません。 

 （１）破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

 （２）法又は法に基づく処分に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 

 （３）法第１２条第１項本文、法第１６条第１項、法第３０条第１項本文又は法第 

３５条第１項の許可を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない者（当該

許可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分にかかる行

政手続法第１５条第１項の規定による通知があった日前６０日以内に当該法人の役

員又は組合員であった者で当該取消しの日から５年を経過しないものを含む。） 

 （４）森林法、農地法、地すべり等防止法、都市計画法、急傾斜地の崩壊による災害の

防止に関する法律、農業振興地域の整備に関する法律、砂防指定地等管理条例又は

これらの法律若しくは条例に基づく処分に違反して罰金以上の刑に処せられ、その

執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 
 

 

年  月  日 

宮城県知事  宛 

               申請者          

                住 所 

                氏 名 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並

びに代表者の氏名） 
 



 

様式第７号（第７条関係） 

 

暴力団員等に該当しない旨の誓約書 

 

 私は、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく許可申請を行うに当たって、次の事項に

ついて誓約します。 

  

私（法人又は組合の役員の役職・氏名等は下表のとおり。）は次の(１)から(４)のいずれに

も該当しません。 

※ 法人又は組合の場合は、役員（発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株
主、出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者を含む。）の役職・氏
名等についても記載すること。 

 

(１) 暴力団排除条例（以下「条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団 

(２) 条例第２条第４号イの暴力団員又は同号ロの暴力団員でなくなった日から５年

を経過しない者  

(３) 法人又は組合であって、その役員のうちに(２)に該当する者があるもの 

(４) （２）に該当する者がその事業活動を支配する者 

 

                                年  月  日 

 宮城県知事  宛 

               申請者          

                住 所 

                氏 名 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並

びに代表者の氏名） 

 

役職 氏名 
 

性別 生年月日 住所 ふりがな 

      

      

      

      

      



 

様式第８号(第７条関係) 

土地使用同意書 

 宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「法」という。）の許可を申請しようとする者 

(           )の行う宅地造成、特定盛土等及び土石の堆積については、「留意

事項」を了承の上、私が権利を有する次の土地の使用について同意します。 

 ※ 権利の種類は、所有権、地上権、質権（当該土地を占有する不動産質権者に限る）、賃借
権、使用貸借権を有する者のほか、使用収益権（永小作権、地役権（内容に応じて同意が
必要か判断）等） 

 

 また、同意の前提として、許可を申請しようとする者から、許可申請内容について説明

を受け、その内容を確認しました。 

 

            年  月  日 

 

土地所有者 住所                 

氏名              印  

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名） 

 注 個人の場合は印鑑登録証明書、法人の場合は印鑑証明書の印鑑を押印すること。 

 

 

 

土地の所在及び地番 権利の種類※ 地目(登記簿) 面積(登記簿) 

    

    

    

同意に当たっての留意事項 
 
１ 土地所有者等の責務 
 土地の所有者、管理者又は占有者（以下「土地所有者等」という。）は、宅地造成、特定盛
土等及び土石の堆積に伴う災害が生じないよう、その土地を常時安全な状態に維持するよ
う努めなければならないと定められています（法第２２条第１項、第４１条第１項）。 

 宅地造成、特定盛土等及び土石の堆積に伴う災害の発生のおそれが大きいと認められる場
合においては、土地所有者等は、盛土の改良、土石の除却等の工事を命じられることがあり
（法第２３条第１項、第４２条第１項）、この命令に違反した場合には、１年以下の懲役ま
たは３００万円以下の罰金に処せられことがあります（法第５６条第３号）。 

 所有、管理又は占有する土地の利用について同意をする場合には、許可申請に係る工事の
内容についてしっかり確認してください。 

 
２ 土地所有者等に対する報告徴収 
 土地所有者等は、土地又は土地において行われている工事の状況について、県から必要な
報告を求められることがあります(法第２５条、第４４条)。 

 この報告をせず、又は虚偽の報告をすると罰則の対象となり、６月以下の懲役または３０
万円以下の罰金に処せられることがあります(法第５８条第５号)。 



 

様式第９号（第８条関係) 

 

工事着手届 

年  月  日 

 

殿 

 

（工事主）住 所            

氏 名            

（法人にあっては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名） 

 

下記のとおり工事に着手したので、宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第８条の

規定により届け出ます。 

記 

 

 

許 可 年 月 日 又 は 

届 出 年 月 日 
年  月  日   

指 令 番 号 宮城県(  )指令第    号 

土 地 の 所 在 ・ 地 番  

着 手 年 月 日 年  月  日 



 

様式第１０号(第９条関係) 
 

工事廃止等届 
 

                        年  月  日   
 

殿 
 

（工事主）住 所               

氏 名             

（法人にあっては、主たる事務所の所
在地及び名称並びに代表者の氏名） 

 
下記のとおり工事を（廃止・休止・再開）したいので、宅地造成及び特定盛土等規制

法施行細則第９条の規定により次のとおり届け出ます。 

記 

※１ 休止届を提出した場合でも、法第１９条第１項又は第３８条第１項に定める３ヶ月ごと
の定期の報告は別途行うこと。 

※２ 廃止は、原則として工事に着手していない場合又は次に掲げる場合に限りできるものと
し、その他の場合は、変更許可を得たうえで工事を完了すること。 
・ 宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（以下「令」という。）第３条各号の宅地造成若
しくは特定盛土等又は令第４条各号の土石の堆積の規模を超えないもの。

許 可 年 月 日 ・ 
指 令 番 号 

     年  月  日 宮城県（  ）指令第   号 

土 地 の 所 在 
及 び 地 番 

 

休 止 年 月 日 年  月  日（再開見込み    年  月  日） 

再 開 ・ 廃 止 
年 月 日 

年  月  日 

工事の進ちょく
状 況 

 

災 害 防 止 措 置  

理 由  



 

様式第１１号(第１１条関係) 

 

工事設計資格者登録申請書 

年  月  日 

宮城県知事        殿 

（申請者）住 所            

氏 名            

（法人にあっては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名） 

宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第１１条の規定により、下記のとおり宅地造

成及び特定盛土等規制法施行令第２２条の資格を有する者である旨の登録を申請しま

す。 

なお、この申請書及び添付書類の記載事項は、事実と相違ありません。 

記 

添付書類 １ 履歴書 

２ 履歴を証明する書類(最終学歴、実務経験を証するもの) 

３ 写真２枚(４cm×５cm、本人の顔が判明できるもの) 

 

 

 

住 所  

氏 名  生年月日  

最

終

学

歴 

学 校 名  

所 在 地  

卒業年月日 

番 号 
年  月  日  卒業証書番号 第    号 

有資格該当に○ 

宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第２２条のうち、 

第１号・第２号・第３号・第４号・第５号 

告示（昭和３７年建設省告示第１００５号）のうち、 

第１号・第２号・第３号・第４号 



 

様式第１２号(第１１条関係) 

工事設計資格者登録証 

 

住   所 

氏   名 

生 年 月 日 

登 録 番 号 第     号 

登録年月日 

 

上記の者は、宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第２２条に規定する工事の設計者

たる資格を有する者であることを証する。 

年  月  日 

 

 

写 真 は り 付 

宮城県知事 



 

様式第１３号(第１２条関係) 

 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議書 

第     号 

年  月  日 

宮城県知事       殿 

（協議者）               

宅地造成及び特定盛土等規制法{
第１５条第１項

第３４条第１項}の規定により、下記の工事について

協議します。 

 

記 

  

１ 工 事 主 住 所 氏 名  

２ 設 計 者 住 所 氏 名  

３ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

４ 
土 地 の 所 在 地 及 び 地 番 

（ 代 表 地 点 の 緯 度 経 度 ） 

 

（緯度：  度  分  秒、経度：  度  分  秒） 

５ 土 地 の 面 積 平方メートル 

６ 工事着手前の土地利用状況  

７ 工 事 完 了 後 の 土 地 利 用  

８ 盛 土 の タ イ プ 平地盛土 ・ 腹付け盛土 ・ 谷埋め盛土 

９ 土 地 の 地 形 渓流等への該当 有・無 

10
工
事
の
概
要 

イ 盛 土 又 は 切 土 の 高 さ メートル 

ロ 
盛 土 又 は 切 土 を す る 

土 地 の 面 積 
平方メートル 

ハ 盛 土 又 は 切 土 の 土 量 

盛  土 立方メートル 

切  土 立方メートル 

ニ 擁 壁 

番 号 構 造 高 さ 延 長 

  メートル メートル 

    

    



 

 

ホ 崖 面 崩 壊 防 止 施 設 

番 号 種 類 高 さ 延 長 

  メートル メートル 

    

    

ヘ 排 水 施 設 

番 号 種 類 内法寸法 延 長 

  
センチ 

メートル 

メートル 

    

    

ト 崖 面 の 保 護 の 方 法  

チ 

 

崖 面 以 外 の 地 表 面 

の 保 護 の 方 法 
 

リ 
工 事 中 の 危 害 防 止 

の た め の 措 置 
 

ヌ そ の 他 の 措 置  

ル 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年    月    日 

ヲ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年    月    日 

ワ 工 程 の 概 要  

11 そ の 他 必 要 な 事 項  

※協議成立に当たって付した条件 ※番号欄 

 

年  月  日 

宮城県（  ）指令第  号 

〔注意〕 

 １ ※印のある欄は記入しないでください。 

 ２ 申請者、１欄の工事主、２欄の設計者又は３欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名

称及び代表者の氏名を記入してください。 

 ３ ２欄は、資格を有する者の設計によらなければならない工事を含むときは、氏名の横に○印を付してく

ださい。 

 ４ ３欄は、未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。 

 ５ ４欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、小数点以下第一位まで記入してくださ

い。 

 ６ ８欄は、該当する盛土のタイプに○印を付してください（複数選択可）。 

 ７ ９欄は、渓流等（宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第７条第２項第２号に規定する土地をいう。）へ

の該当の有無のいずれかに○印を付してください。 

 ８ 11欄は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を

要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。 



 

様式第１４号(第１２条関係) 

 

土石の堆積に関する工事の協議書 

第     号 

年  月  日 

宮城県知事    殿 

（協議者）            

宅地造成及び特定盛土等規制法{
第１５条第１項

第３４条第１項}の規定により、下記の工事について

協議します。 

 

記 

１ 工 事 主 住 所 氏 名  

２ 設 計 者 住 所 氏 名  

３ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

４ 
土 地 の 所 在 地 及 び 地 番 

（ 代 表 地 点 の 緯 度 経 度 ） 
（緯度：  度  分  秒、経度：  度  分  秒） 

５ 土 地 の 面 積 平方メートル 

６ 工 事 の 目 的  

７ 

工 
 

事 
 

の 
 

概 
 

要 

イ 
土 石 の 堆 積 の 
最 大 堆 積 高 さ 

メートル 

ロ 
土 石 の 堆 積 を 行 う 
土 地 の 面 積 

平方メートル 

ハ 
土 石 の 堆 積 の 
最 大 堆 積 土 量 

立方メートル 

ニ 
土 石 の 堆 積 を 行 う 
土 地 の 最 大 勾 配 

 

ホ 

勾 配 が 十 分 の 一 を 
超 え る 土 地 に お け る 
堆積した土石の崩壊を 
防 止 す る た め の 措 置 

 

ヘ 

土石の堆積を行う土地 
に お け る 地 盤 の 改 良 
そ の 他 の 必 要 な 措 置 

 

ト 空 地 の 設 置 

番 号 空地の幅 

 メートル 

  

  



 

 

 

 

チ 
雨水その他の地表水を有
効 に 排 除 す る 措 置 

 

リ 

堆積した土石の崩壊に 
伴 う 土 砂 の 流 出 を 
防 止 す る 措 置 

 

ヌ 
工 事 中 の 危 害 防 止 
の た め の 措 置 

 

ル そ の 他 の 措 置  

ヲ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年    月    日 

ワ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年    月    日 

カ 工 程 の 概 要  

８ そ の 他 必 要 な 事 項  

※協議成立に当たって付した条件 ※番号欄 

 

年  月  日 

宮城県（  ）指令第  号 

〔注意〕 

 １ ※印のある欄は記入しないでください。 

 ２ 申請者、２欄の設計者又は３欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名称及び代表者の

氏名を記入してください。 

 ３ ３欄は、未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。 

 ４ ４欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、小数点以下第一位まで記入してくださ

い。 

 ５ ７欄リは、鋼矢板等を設置するときは、当該鋼矢板等についてそれぞれ番号、種類、高さ及び延長を記入

し、それ以外の措置を講ずるときは、措置の内容を記入してください。 

 ６ ８欄は、土石の堆積に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を要する場合に

おいてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。 



 

様式第１５号（第１４条関係) 

 

工事の変更届 

年  月  日 

 

 宮城県知事   殿 

 

（工事主）住 所              

氏 名              

（法人にあっては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名） 

 宅地造成及び特定盛土等規制法{第１６条第２項

第３５条第２項}の規定により、（宅地造成・特定盛土

等・土石の堆積）に関する工事の変更について下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 許可年月日・指令番号      年  月  日 宮城県(  )指令第    号 

２ 土地の所在及び地番  

３ 変更に係る事項 

※ 土石の堆積の場合、当該変更後の工事予定期間（着手予定年月日から完了予定年月日まで

の期間）が当該変更前の工事予定期間を超えないものに限る。 

 

４ 変更の理由 

変更事項 変更前 変更後 

{工事主・設計者

 ・工事施行者}の 

{氏名又は名称・

住所（所在地）} 

  

{工事の着手予定年月日・

工事の完了予定年月日 }   



 

様式第１６号(第１５条関係) 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更協議書 

第     号 

年  月  日 

宮城県知事    殿 

（協議者）            

宅地造成及び特定盛土等規制法{
第１６条第３項において準用する第１５条第１項

第３５条第３項において準用する第３４条第１項}の

規定により、下記の工事の変更について協議します。 

 

記 

１ 工 事 主 住 所 氏 名  

２ 設 計 者 住 所 氏 名  

３ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

４ 

 

土 地 の 所 在 地 及 び 地 番 

（ 代 表 地 点 の 緯 度 経 度 ） 

 

（緯度： 度 分 秒、経度： 度 分 秒） 

５ 土 地 の 面 積 平方メートル 

６ 工事着手前の土地利用状況  

７ 工 事 完 了 後 の 土 地 利 用  

８ 盛 土 の タ イ プ 平地盛土 ・ 腹付け盛土 ・ 谷埋め盛土 

９ 土 地 の 地 形 渓流等への該当 有・無 

10 

工 
 

事 
 

の 
 

概 
 

要 

イ 盛 土 又 は 切 土 の 高 さ メートル 

ロ 

 

盛土又は切土をする土
地 の 面 積 

平方メートル 

ハ 盛 土 又 は 切 土 の 土 量 

盛  土 立方メートル 

切  土 立方メートル 

ニ 擁 壁 

番 号 構 造 高 さ 延 長 

  メートル メートル 

    

    

ホ 崖 面 崩 壊 防 止 施 設 

番 号 種 類 高 さ 延 長 

  メートル メートル 



 

 

 

 

  

    

    

ヘ 排 水 施 設 

番 号 種 類 内法寸法 延 長 

  
センチ 

メートル 

メートル 

    

    

ト 崖 面 の 保 護 の 方 法  

チ 

 

崖 面 以 外 の 地 表 面 
の 保 護 の 方 法 

 

リ 

 

工 事 中 の 危 害 防 止 
の た め の 措 置 

 

ヌ そ の 他 の 措 置  

ル 工事着手予定年月日 年    月    日 

ヲ 工事完了予定年月日 年    月    日 

ワ 工 程 の 概 要  

11 そ の 他 必 要 な 事 項  

12 変 更 の 理 由  

13 指 令 番 号 宮城県（   ）指令第    号 

※協議成立に当たって付した条件 ※番号欄 

 

年  月  日 

宮城県（  ）指令第   号 

〔注意〕 

 １ ※印のある欄は記入しないでください。 

 ２ 申請者、２欄の設計者又は３欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名称及び代表者の

氏名を記入してください。 

 ３ ２欄は、資格を有する者の設計によらなければならない工事を含むときは、氏名の横に○印を付してく

ださい。 

 ４ ３欄は、未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。 

 ５ ４欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、小数点以下第一位まで記入してくださ

い。 

 ６ ８欄は、該当する盛土のタイプに○印を付してください（複数選択可）。 

 ７ ９欄は、渓流等（宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第７条第２項第２号に規定する土地をいう。）へ

の該当の有無のいずれかに○印を付してください。 

 ８ 11欄は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を

要する場合においてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。 



 

様式第１７号(第１５条関係) 

土石の堆積に関する工事の変更協議書 

第     号 

年  月  日 

宮城県知事       殿 

（協議者）            

宅地造成及び特定盛土等規制法{
第１６条第３項において準用する第１５条第１項

第３５条第３項において準用する第３４条第１項}
の規定により、変更協議します。 

 

 

１ 工 事 主 住 所 氏 名  

２ 設 計 者 住 所 氏 名  

３ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

４ 

 

土 地 の 所 在 地 及 び 地 番 

（ 代 表 地 点 の 緯 度 経 度 ） 

 

（緯度：  度  分  秒 、 経度：  度  分  秒） 

５ 土 地 の 面 積 平方メートル 

６ 工 事 の 目 的  

７ 

工 
 

事 
 

の 
 

概 
 

要 

イ 
土 石 の 堆 積 の 
最 大 堆 積 高 さ 

メートル 

ロ 
土 石 の 堆 積 を 行 う 
土 地 の 面 積 

平方メートル 

ハ 
土 石 の 堆 積 の 
最 大 堆 積 土 量 

立方メートル 

ニ 
土 石 の 堆 積 を 行 う 
土 地 の 最 大 勾 配 

 

ホ 

勾 配 が 十 分 の 一 を 
超 え る 土 地 に お け る 
堆積した土石の崩壊を 
防 止 す る た め の 措 置 

 

ヘ 

土石の堆積を行う土地に
お け る 地 盤 の 改 良 
そ の 他 の 必 要 な 措 置 

 

ト 空 地 の 設 置 

番 号 空地の幅 

 メートル 

  

  



 

 

 

チ 

 

雨水その他の地表水を有
効 に 排 除 す る 措 置 

 

リ 

 

 

堆積した土石の崩壊に 
伴 う 土 砂 の 流 出 を 
防 止 す る 措 置 

 

ヌ 

 

工 事 中 の 危 害 防 止 
の た め の 措 置 

 

ル そ の 他 の 措 置  

ヲ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年    月    日 

ワ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年    月    日 

カ 工 程 の 概 要  

８ そ の 他 必 要 な 事 項  

９ 変 更 の 理 由  

10 指 令 番 号 宮城県（   ）指令第    号 

※協議成立に当たって付した条件 ※番号欄 

 

年  月  日 

宮城県（  ）指令第  号 

〔注意〕 

 １ ※印のある欄は記入しないでください。 

 ２ 申請者、２欄の設計者又は３欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名称及び代表者

の氏名を記入してください。 

 ３ ３欄は、未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。 

 ４ ４欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、小数点以下第一位まで記入してくださ

い。 

 ５ ７欄リは、鋼矢板等を設置するときは、当該鋼矢板等についてそれぞれ番号、種類、高さ及び延長を記

入し、それ以外の措置を講ずるときは、措置の内容を記入してください。 

 ６ ８欄は、土石の堆積に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を要する場合に

おいてのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。 



 

様式第１８号(第１８条関係) 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の定期報告書 

 

年  月  日 

 

 宮城県知事 殿 

 

（工事主）住 所             

氏 名             

（法人にあっては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名） 

 

 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の実施状況等について、宅地造成及び特定盛土等

規制法{第１９条第１項

第３８条第１項}の規定により、下記のとおり報告します。 

記 

 

注 １ 第５回目以降の報告を行う場合は、表を追加して使用すること。 

２ 報告の時点における盛土又は切土をしている土地及びその付近の状況並びに８欄の

状況を明らかにする写真その他の書類を添付すること。 

１ 
工 事 施 行 者 の 
住 所 氏 名  

２ 
工事が施行される
土 地 の 所 在 地  

３ 
工事の許可年月日
及 び 指 令 番 号 年  月  日 宮城県（  ）指令第   号 

４ 報告年月日 

５ 報告の時点
における盛土
又は切土の高
さ 

６ 報告の時点

における盛土又

は切土の面積 

７ 報告の時点

における盛土又

は切土の土量 

８ 報告の時点
における擁壁等
に関する工事の
施行状況 

第１回目 

年 月 日 メートル 平方メートル 立法メートル  

第２回目 

年 月 日 メートル 平方メートル 立法メートル  

第３回目 

年 月 日 メートル 平方メートル 立法メートル  

第４回目 

年 月 日 メートル 平方メートル 立法メートル  



 

様式第１９号(第１８条関係) 

土石の堆積に関する工事の定期報告書 

年  月  日 

 宮城県知事 殿 

（工事主）住 所            

氏 名            

（法人にあっては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名） 

 

土石の堆積に関する工事の実施状況等について、宅地造成及び特定盛土等規制法 

{第１９条第１項

第３８条第１項}の規定により、下記のとおり報告します。 

記 

 

注 １ 第５回目以降の報告を行う場合は、表を追加して使用すること。 

  ２ 報告の時点における土石の堆積を行っている土地の状況(堆積する土石の高さ、確保

すべき空地、地表水を排除する措置の状況、柵等の設置状況等)を明らかにする写真そ

の他の書類を添付すること。 

１ 
工 事 施 行 者 の 

住 所 氏 名 
 

２ 
工事が施行される

土 地 の 所 在 地 
 

３ 
工事の許可年月日

及 び 指 令 番 号 
年  月  日 宮城県（  ）指令第   号 

４ 報告年月日 

５ 報告の時点

における土石

の堆積の高さ 

６ 報告の時点

における土石の

堆 積 の 面 積 

７ 報告の時点

における土石の

堆 積 の 土 量 

８ 前回の報告か
ら新たに堆積さ
れた土石の土量
及び除却された
土 石 の 土 量 

第１回目 

年 月 日 メートル 平方メートル 立法メートル 立法メートル 

第２回目 

年 月 日 メートル 平方メートル 立法メートル 立法メートル 

第３回目 

年 月 日 メートル 平方メートル 立法メートル 立法メートル 

第４回目 

年 月 日 メートル 平方メートル 立法メートル 立法メートル 



 

様式第２０号(第１９条関係) 

 

届出工事の変更届 

 

年  月  日 

 宮城県知事 殿 

 

（工事主）住 所             

氏 名             

（法人にあっては、主たる事務所の所
在地及び名称並びに代表者の氏名） 

宅地造成及び特定盛土等規制法{第２１条第１項・第３項

第４０条第１項・第３項}の規定により届け出た工

事について下記のとおり変更したいので届け出ます。 

 

記 

※１ 変更前及び変更後を明示した図書（新旧対照表）を添付すること。 

※２ 宅地造成及び特定盛土等規制法第２１条第１項又は第４０条第１項の届出の場合に

は、変更に係る書類を添付すること。 

最初に届け出た年月日 年   月   日 

工事をしている土地

の 所 在 及 び 地 番 
 

工事をしている土地

の 面 積 
 

行おうとする工事の

種 類 及 び 内 容 
 

変 更 事 項  

変 更 理 由  



 

様式第２１号(第２０条関係) 

 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事許可等証明申請書 

 

年  月  日 

 

 宮城県知事 殿 

 

（申請者）住 所             

氏 名             

（法人にあっては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名） 

 

宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則第８８条の規定により、宅地造成及び特定盛
土等規制法 第１２条第１項 の規定に適合することを証する書面の交付を申請します。 

第３０条第１項 
第１６条第１項 
第３５条第１項 

 

注： ※印のある欄は記入しないでください。 
 

 

証 

明 

事 

項 

工 事 主 住 所 氏 名 
 

 

土地の所在及び地番  

土 地 の 面 積  

許可年月日及び番号 年  月  日 宮城県（  ）指令第  号 

※ 

 

上記のとおり相違ないことを証明する。 

 

   年  月  日 

 

                  宮城県知事           印 

 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の検査済証交付年月日 

                               年  月  日 

申請代理人 

住所・氏名 

電話番号 

住所 

氏名 

電話番号   (  )         



 

様式第２２号(第２０条関係) 

 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事でない旨の証明申請書 

 

年  月  日 

 

 宮城県知事 殿 

（申請者）住 所            

氏 名            

（法人にあっては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名） 

宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則第８８条の規定により、宅地造成及び特定盛

土等規制法（以下「法」という。）第２条第２号の宅地造成及び同条第３号の特定盛土等

に関する工事でないことを証する書面の交付を申請します。 

記 

注： ※印のある欄は記入しないでください。 

１ 工 事 主 住 所 及 氏 名  

２ 土地の所在及び地番   

３ 土 地 の 面 積  

４ 
盛土又は切土をする土

地 の 面 積 
 

５ 崖 の 高 さ （最も高い部分）                 メートル 

６ 工 事 予 定 期 間    年  月  日  ～   年  月  日 

７ 備 考   

※ 

 上記については、法第２条第２号の宅地造成及び同条第３号の特定盛土等に関する工

事でないことを証明する。 

 

   年  月  日 

 

 

                  宮城県知事           印 

 

申請代理人 

住所・氏名 

電話番号 

住所 

氏名 

電話番号   (  )         



 

添付書類 

図面の種類 明示すべき事項 縮尺 備考 

位置図 方位、道路及び目標
となる地物 

1／10,000以上  

地形図 方位及び土地の境界
線 

1／2,500以上 等高線は、二メートルの標
高差を示すものとすること
。 

土地の平面
図 

方位及び土地の境界
線並びに盛土又は切
土をする土地の部分
、崖、擁壁、崖面崩
壊防止施設、排水施
設及び地滑り抑止ぐ
い又はグラウンドア
ンカーその他の土留
の位置 

1／2,500以上 断面図を作成した箇所に断
面図と照合できるように記
号を付すること。 
植栽、芝張り等の措置を行
う必要がない場合は、その
旨を付すること。 
擁壁、崖面崩壊防止施設及
び排水施設については、申
請書と照合できるように番
号を付すること。 

土地の断面
図 

盛土又は切土をする
前後の地盤面 

1／2,500以上 高低差の著しい箇所につい
て作成すること。 

その他知事が必要と認める書類 



 

 


